
証券コード 6849
平成24年６月６日

株 主 各 位
東京都新宿区西落合１丁目31番４号

代表取締役
社長執行役員 鈴 木 文 雄

第61回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第61回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、なにとぞご出席くださいますようご案内

申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の

株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、平成24年６月26日（火曜

日）午後５時10分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具

記
１. 日 時 平成24年６月27日（水曜日）午前10時

２. 場 所 東京都新宿区西落合１丁目31番４号

当社１号館４階ホール

３. 目的事項

報 告 事 項 １. 第61期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算書類の

内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第61期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役12名選任の件

第３号議案 監査役２名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。

◎株主総会参考書類および添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
(http://www.nihonkohden.co.jp/)に掲載させていただきます。
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添付書類

事 業 報 告

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

１. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過およびその成果

　当期における経済情勢は、国内では東日本大震災からの復旧・復興が徐々に進み、景気は緩やかな回復基

調となりました。海外では、新興国での経済成長は見られたものの、長引く欧州債務問題により世界経済の

減速感が強まりました。医療機器業界においては、国内では平成22年４月の診療報酬プラス改定を受けて医

療機関の経営状況が改善し、救急・周産期など急性期医療に必要とされる医療機器や、院内ＩＴ化に対応し

たシステム商品の需要が高まりました。海外では、欧州は債務問題の影響で厳しい状況が続きましたが、米

国、新興国を中心に医療機器の需要は底堅く推移しました。

　このような状況下、当社グループは、３ヵ年中期経営計画「SPEED UP Ⅲ」の諸施策を鋭意実行し、「コア

事業の拡大・強化」、「技術開発力の強化」などの重要課題に取り組みました。商品面では、簡単な操作で効

率良く検査できる商品の開発に注力し、当社独自技術である導出18誘導心電図（※1）を搭載したハイエン

ド心電計、白血球５分類測定対応の全自動血球計数器を発売しました。また、モニタ機能を充実させたハイ

エンド除細動器、256チャネルの脳波データ記録が可能な電極接続箱を海外で先行して発売しました。販

売・サービス面では、昨年度末に設立した「日本光電インディア㈱」が営業を開始、ブラジルに販売子会社

「日本光電ブラジル㈲」を設立するなど、現地ニーズにスピーディに対応できるよう、新興国市場での販

売・サービス体制強化を図りました。なお、サービスの迅速化、質の向上を図るため、本年４月１日付で日

本光電サービス㈱の事業を当社に統合することと致しました。

　これらの結果、当期の売上高は前期比6.5％増の1,207億１千８百万円となりました。増収に伴い、営業利

益は前期比13.5％増の120億２千７百万円、経常利益は前期比15.4％増の121億９千３百万円、当期純利益は

前期比16.0％増の76億２千１百万円となりました。

　 第１表 売上高・営業利益・経常利益・当期純利益

区 分
前 期

(平成23年３月期)
当 期

(平成24年３月期)
対前期増減率

百万円 百万円 ％

売 上 高 113,380 120,718 ＋6.5

営 業 利 益 10,598 12,027 ＋13.5

経 常 利 益 10,569 12,193 ＋15.4

当 期 純 利 益 6,573 7,621 ＋16.0
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　＜市場別の状況＞

　国内市場においては、病院・診療所市場が引き続き好調に推移したことから、全ての商品群で売上を伸ば

すことが出来ました。特に、大学、官公立病院における院内ＩＴ化の進展に伴いシステム商品が大幅に伸長

したほか、消耗品・保守サービスが順調に売上を伸ばしました。この結果、国内売上高は前期比7.2％増の

997億６百万円となりました。

　海外市場においては、米州、欧州、アジア州の全地域で売上を伸ばすことが出来ました。米州では、中南

米が好調に推移し、米国も円高による為替換算の影響を受けながらも増収を確保しました。欧州では、ロシ

ア、トルコの需要回復が売上に寄与したほか、ドイツも好調に推移しました。アジア州では、中国、インド

において大きく売上を伸ばしました。一方、「その他」地域では、政情不安により北アフリカ諸国が低調で

した。この結果、海外売上高は前期比3.3％増の210億１千１百万円となりました。

　＜商品群別の状況＞

［生体計測機器］国内では、診断情報システムが大幅に伸長し、心電計群、心臓カテーテル検査装置も堅調

に推移しました。一方、脳神経系群は前期実績を下回りました。海外では、米州、欧州、アジア州の全地域

で売上を伸ばし、特に米州で脳神経系群が、欧州、アジア州で心電計群が好調でした。この結果、売上高は

前期比8.8％増の306億７千６百万円となりました。

［生体情報モニタ］国内では、臨床情報システムが大幅に伸長したほか、センサ類などの消耗品も売上を伸

ばしました。海外では、欧州、アジア州は好調に推移したものの、米州が円高による為替換算の影響を受け

て前期実績を下回り、「その他」地域も低調だったことから、海外売上高全体では前期並みに止まりました。

この結果、売上高は前期比5.6％増の393億５千２百万円となりました。

［治療機器］国内では、ＰＡＤ（※2）市場でＡＥＤの販売が回復したほか、医科向け除細動器が好調に推

移しました。また、迷走神経刺激装置やイリゲーションカテーテル（※3）も売上に寄与しました。海外で

は、医科向け除細動器が好調に推移したほか、メトラン社製の人工呼吸器が売上に寄与しました。この結

果、売上高は前期比6.4％増の202億８千８百万円となりました。

［その他］国内では、検体検査装置が好調に推移したほか、医療情報システム等の仕入品も売上を伸ばしま

した。海外では、血球計数器が大幅に伸長する一方、現地仕入品は減少しました。この結果、売上高は前期

比5.4％増の304億円となりました。

（※1）標準12誘導心電図のデータをもとに右側胸部、背部の６誘導を演算により導出する技術。標準12誘導

心電図のみでは検出の難しかった右室梗塞や後壁梗塞などでの有用性が期待できる。

（※2）ＰＡＤ（Public Access Defibrillation）：一般市民によるＡＥＤを用いた除細動。ＰＡＤ市場には

公共施設や学校、民間企業などが含まれる。

（※3）頻脈性不整脈の治療に用いられる心臓焼灼カテーテルで、カテーテル先端と焼灼部位を冷却する機能

を持つ。
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　なお、売上高を商品群別に分類すると次のとおりです。

　 第２表 商品群別売上高

区 分 売 上 高 対前期増減率 構 成 比

百万円 ％ ％

生 体 計 測 機 器 30,676 ＋8.8 25.4

生 体 情 報 モ ニ タ 39,352 ＋5.6 32.6

治 療 機 器 20,288 ＋6.4 16.8

そ の 他 30,400 ＋5.4 25.2

合 計 120,718 ＋6.5 100.0

う ち 国 内 売 上 高 99,706 ＋7.2 82.6

う ち 海 外 売 上 高 21,011 ＋3.3 17.4

(ご参考）地域別海外売上高

地 域 売 上 高 対前期増減率

百万円 ％

米 州 6,951 ＋2.1

欧 州 6,383 ＋5.1

ア ジ ア 州 6,794 ＋8.6

そ の 他 881 △26.1
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　(2) 対処すべき課題

　今後の当社グループを取り巻く環境を展望しますと、先進国における高齢化の進展、新興国の経済成長に

伴う基礎医療の整備などグローバルのヘルスケア市場は今後も持続的な成長が期待されます。一方で、企業

間のグローバル競争は、国境を越えたＭ＆Ａや異業種の参入などが相次いでおり、益々激化すると予想され

ます。このように激変する環境に柔軟かつ迅速に対応し、さらなる成長を遂げていくためには、従来の延長

線上の発想にとらわれることなく、新たな発想で課題に挑戦する人材の育成と企業風土の醸成が不可欠と考

えています。

　平成32年を展望した長期ビジョンでは、The CHANGE 2020 -The Global Leader of Medical Solutions-

をキャッチフレーズとし、当社の目指すべき将来像として、①世界初の革新的技術の確立、②世界最高品質

の確立、③グローバルシェアNo.1の獲得、を掲げています。平成32年に向けて、新しい日本光電グループと

してダイナミックに変革し、実現を目指していきます。

　平成24年度に最終年度を迎える３ヵ年中期経営計画「SPEED UP Ⅲ」は、長期ビジョン実現のための第一

ステージと位置づけており、下記の６つの重要課題に積極的に取り組んでいます。今後も、医療現場に根ざ

した技術開発でヘルスケアの課題に挑戦し、お客様に安全と安心をご提供し続けることで、社会に貢献する

とともにグループの持続的な発展と企業価値の向上に努める所存です。

①品質向上活動の推進

　安全性、信頼性の高い商品の設計開発を進めるとともに、商品ライフサイクル終了までグループの全部

門が品質確保に努めることで、お客様の安全・安心を確保し、医療機器メーカとしての信頼を高めていき

ます。

②技術開発力の強化

　医療現場に密着し、お客様と一体となった開発体制を構築するとともに、国内外の研究開発機関やパー

トナー企業との共同開発を強化することにより、当社の強みである技術開発力の更なる強化と開発のスピ

ードアップを図ります。

③コア事業の拡大・強化

　安定収益の確保・拡大を目指し、国内外において４つのコア事業を拡大・強化します。また、中国、新

興国での取り組みを強化し、成長機会を確実に捉えます。

【生体情報モニタリング事業】各地域のニーズに合った医療の安全、業務効率の改善に寄与する商品展開

と販売体制の強化により、グローバルシェアの拡大を図ります。

【生体計測事業】日本では診断情報システム・ＰＡＣＳの統合型検査部門システムの提案力強化を図りま

す。欧州および中国では現地ＩＴベンダーと共同開発した心電図データマネジメントシステムによる差別

化を図ります。

【治療機器事業】日本では、世界の先端治療機器の導入を推進するとともに、治療機器専門の販売・サー

ビス体制の強化を図ります。ＡＥＤについては、国内唯一のＡＥＤメーカとして日本での量販・更新需要

への対応を強化するとともに、輸出国の拡大を図ります。

【消耗品・保守サービス事業】純正消耗品の価格競争力強化と使用啓蒙で拡販を目指すとともに、商品、

消耗品、保守サービスのパッケージ提案の開始など保守契約率向上につながる施策を推進します。
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④グローバル化の加速

　グループ各社の機能強化による意思決定の迅速化、本社機能におけるグループ運営の最適化を図るとと

もに、社員の意識改革－「自律型人財」「グローバル・リーダー」の育成と活用－を進め、全社的にグロ

ーバル化を加速していきます。

⑤新規事業の創造

　安全・安心を高める、難治性疾患へ挑戦する、健康・長寿を支援する、という視点から革新的な医療機

器の開発・導入を加速し、スピード感を持って、将来のコア事業となりうる新規事業を創造していきま

す。

⑥企業体質の強化

　引き続きＣＳＲを推進するとともに、グローバル競争を勝ち抜くため収益性の追求とスピード経営の実

現を図ります。

　(3) 設備投資等の状況

　当期は、総額20億６千３百万円の設備投資を実施しました。主な内容は、販売促進用機器、金型、測定

器、機械装置、ＩＴ機器、業務用ソフトウエアなどの取得です。

　(4) 資金調達の状況

　 設備投資などの所要資金は、自己資金を充当しました。

　(5) 財産および損益の状況の推移

区 分
第 58 期

(平成21年３月期)
第 59 期

(平成22年３月期)
第 60 期

(平成23年３月期)

第 61 期
( 当 期 )
(平成24年３月期)

売 上 高(百万円) 109,123 107,013 113,380 120,718

経 常 利 益(百万円) 7,640 9,343 10,569 12,193

当 期 純 利 益(百万円) 4,610 5,917 6,573 7,621

１株当たり当期純利益 (円) 104.94 134.68 149.62 173.49

総 資 産(百万円) 80,479 88,000 92,495 99,403

純 資 産(百万円) 53,569 57,949 62,294 67,911

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 1,219.06 1,318.49 1,417.18 1,544.87

(注) 1. 第58期においては、国内市場が好調でしたが、売上構成の変化や設備投資、人員増強などの先行投資費用もあり、増
収減益となりました。

2. 第59期においては、海外市場は低調でしたが、売上構成の変化により粗利率が改善し、費用削減策も奏功したことか
ら、減収増益となりました。

3. 第60期においては、国内・海外市場ともに好調に推移し、増収増益となりました。
4. 第61期については、「事業の経過およびその成果」に記載のとおりです。
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　(6) 重要な親会社および子会社の状況

　 ① 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主 要 な 事 業 内 容

％

日 本 光 電 北 海 道 株 式 会 社 90百万円 100 医 用 電 子 機 器 販 売

日 本 光 電 東 北 株 式 会 社 120百万円 100 〃

日 本 光 電 東 関 東 株 式 会 社 125百万円 100 〃

日 本 光 電 北 関 東 株 式 会 社 91百万円 100 〃

日 本 光 電 東 京 株 式 会 社 149百万円 100 〃

日 本 光 電 南 関 東 株 式 会 社 97百万円 100 〃

日 本 光 電 中 部 株 式 会 社 140百万円 100 〃

日 本 光 電 関 西 株 式 会 社 202百万円 100 〃

日 本 光 電 中 四 国 株 式 会 社 175百万円 100 〃

日 本 光 電 九 州 株 式 会 社 80百万円 100 〃

日 本 光 電 ア メ リ カ 株 式 会 社 4,741千米ドル 100 〃

日本光電ヨーロッパ有限会社 2,500千ユーロ 100 〃

日 本 光 電 フ ラ ン ス 有 限 会 社 1,000千ユーロ (100) 〃

日 本 光 電 イ ベ リ ア 有 限 会 社 250千ユーロ (100) 〃

日 本 光 電 イ タ リ ア 有 限 会 社 25千ユーロ (100) 〃

日 本 光 電 Ｕ Ｋ 有 限 会 社 10万ポンド (100) 〃

日本光電貿易(上海)有限公司 9百万人民元 100 〃

日本光電インディア株式会社 87百万ルピー 100 〃

日 本 光 電 ブ ラ ジ ル 有 限 会 社 3百万レアル 100 〃

日本光電シンガポール株式会社 100千Sドル 100 医 用 電 子 機 器 販 売 促 進

日 本 光 電 コ リ ア 株 式 会 社 200百万ウォン 100 〃

日 本 光 電 富 岡 株 式 会 社 496百万円 100 医用電子機器・変成器の製造、当社製品の保管・運送

株 式 会 社 ベ ネ フ ィ ッ ク ス 20百万円 55 医療情報システム製品製造・販売

株式会社日本バイオテスト研究所 10百万円 100 免疫化学製品開発・製造・販売

上海光電医用電子儀器有限公司 5,145千米ドル 100 医 用 電 子 機 器 製 造

Ｎ Ｋ Ｕ Ｓ ラ ボ 株 式 会 社 500千米ドル 100 医 用 電 子 機 器 開 発

メディネット光電医療軟件(上海)有限公司 250千米ドル 100 医用電子機器用ソフトウエア開発

ニューロトロニクス株式会社 100千米ドル 100 〃

日本光電フィレンツェ有限会社 1,200千ユーロ 100 医用電子機器用の試薬製造・販売

スパン日本光電ダイアグノスティクス株式会社 12百万ルピー 55 〃

日 本 光 電 サ ー ビ ス 株 式 会 社 480百万円 100 医用電子機器修理・保守および部品販売

株 式 会 社 イ ー ・ ス タ ッ フ 20百万円 100 グ ル ー プ 総 務 関 連 ・ 派 遣 業 務

(注) 当社の議決権比率の（ ）書きは、日本光電ヨーロッパ㈲の保有する議決権比率を示しています。
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　 ② 企業結合の経過

　日本光電ブラジル㈲を本年１月に設立しています。また、日本光電サービス㈱は本年４月１日付けで事

業を当社に統合しています。

　 ③ 企業結合の成果

　当社の連結子会社は31社、非連結子会社は１社(日本光電ブラジル㈲)です。連結決算の概要は、「１.企

業集団の現況に関する事項 (1)事業の経過およびその成果」に記載のとおりです。

　(7) 主要な事業内容

　当社グループは、医学と工学との境界技術を開発して、それに関連した高水準の医用電子機器およびシス

テムの製造・販売ならびに保守・修理等の事業活動を展開しています。

区 分 内 容

生 体 計 測 機 器
脳波計、誘発電位・筋電図検査装置、心電計、心臓カテーテル検査装置、診断
情報システム、関連の消耗品（記録紙、電極、カテーテルなど）、保守サービ
スなど

生 体 情 報 モ ニ タ
心電図、呼吸、ＳｐＯ２（動脈血酸素飽和度）、ＮＩＢＰ（非観血血圧）等の
生体情報を連続的にモニタリングする生体情報モニタ、臨床情報システム、関
連の消耗品（電極、センサなど）、保守サービスなど

治 療 機 器
除細動器、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）、心臓ペースメーカ、人工呼吸器、
人工内耳、関連の消耗品（電極パドル、バッテリーなど）、保守サービスなど

そ の 他
血球計数器、超音波診断装置、研究用機器、変成器、消耗品（試薬、衛生用品
など）、設置工事・保守サービスなど

　(8) 主要な営業所および工場

営業所：当社のほか、国内市場については販売子会社10社、海外市場については北米を日本光電アメリ

カ㈱、欧州を日本光電ヨーロッパ㈲ほか４社、中国を日本光電貿易（上海）㈲、インドを日本

光電インディア㈱が担当しています。その他の地域は当社が担当していますが、日本光電シン

ガポール㈱は東南アジア・オセアニア地域、日本光電コリア㈱は韓国での当社商品の販売促

進・代理店支援活動を行っています。なお、本年１月にブラジルでの販売を担当する日本光電

ブラジル㈲を設立し、４月から営業を開始しています。

工 場 ：当社川本工場（埼玉県深谷市）

日本光電富岡㈱（群馬県富岡市）

上海光電医用電子儀器㈲（中国 上海市）

日本光電フィレンツェ㈲（イタリア フィレンツェ）

スパン日本光電ダイアグノスティクス㈱（インド スーラト）
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　(9) 従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前期末比増減

国内会社 3,371[449]
名

+124
名

海外会社 686[ 23] +157

合 計 4,057[472] +281

(注) 1. 従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外からの出向受入者を含
む。）です。

2. 従業員数欄の［外書］は、臨時従業員（非常勤嘱託、臨時社員およびパートタイマー）の平均雇用人員です。

　(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 318

ユニオン・バンク・オブ・カリフォルニア 123

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 100
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２. 会社の株式に関する事項

(1) 発行済株式の総数 45,765,490株（自己株式 1,833,297株を含む）

(2) 株主数 6,177名（前期末比 1,041名減）

(3) 大株主の状況

株 主 名 持 株 数 持株比率

株 %

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 2,632,800 5.99

株式会社埼玉りそな銀行 2,096,875 4.77

東芝メディカルシステムズ株式会社 1,990,000 4.52

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 1,823,400 4.15

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン エス エル
オムニバス アカウント

1,179,200 2.68

全国共済農業協同組合連合会 1,168,400 2.65

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー ５０５２２３ 1,164,400 2.65

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 1,107,900 2.52

富士通株式会社 1,063,779 2.42

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９) 881,100 2.00

(注) 当社は、自己株式1,833,297株を保有していますが、上記の大株主からは除いています。また、持株比率は、自己株式を
控除して計算しています。
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３. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役および監査役の氏名等

会社における地位、担当および重要な兼職の状況 氏 名

代 表 取 締 役
会 長 執 行 役 員

荻 野 和 郎

代 表 取 締 役
社 長 執 行 役 員

鈴 木 文 雄

取締役専務執行役員 (品質管理、事業・技術戦略担当） 原 澤 栄 志

取締役専務執行役員 (経理・情報システム・法務担当） 白 田 憲 司

取締役常務執行役員 (検体機器事業本部長） 上平田 利 文

取締役常務執行役員
(信頼性・安全性統括部長 兼 医療機器技術
センタ所長)

伊 澤 敏 次

取締役上席執行役員 (営業本部長) 塚 原 義 人

取締役上席執行役員 (海外事業本部長) 田 村 隆 司

取締役上席執行役員 (日本光電富岡㈱代表取締役社長) 黛 利 信

※取締役上席執行役員 (商品事業本部長) 会 田 洋 志

※取締役上席執行役員 (生体情報技術センタ所長) 中 川 辰 哉

取 締 役 (弁護士） 山 内 雅 哉

常 勤 監 査 役 赤 羽 武

常 勤 監 査 役 松 島 武 志

監 査 役 (慶應義塾大学名誉教授、弁護士） 加 藤 修

監 査 役 (公認会計士、税理士） 河 村 雅 博

(注) 1. 取締役山内雅哉氏は、社外取締役であり、東京証券取引所に独立役員として届け出ています。
2. 監査役加藤修、監査役河村雅博の両氏は、社外監査役であり、東京証券取引所に独立役員として届け出ています。
3. 監査役河村雅博氏は、公認会計士、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有してい

ます。
4. 上表※印の各氏は、平成23年６月28日開催の第60回定時株主総会において新たに選任され、就任しました。
5. 当期中に退任した監査役は次のとおりです。
　 (平成23年６月28日退任)
　 監査役 青 木 邦 泰（辞任による退任）
6. 当社は、執行役員制度を導入しています。取締役を兼務していない執行役員は、平成24年３月31日現在、次のとおり

です。

会社における地位および担当 氏 名

　執 行 役 員 （用品事業本部長） 田 中 栄 一

　執 行 役 員 （経営企画室長） 広 瀬 文 男

　執 行 役 員 （経理部長） 生 田 一 彦

　執 行 役 員 （荻野記念研究所長） 山 森 伸 二

　執 行 役 員 （総務人事部長） 平 田 茂

　執 行 役 員 （日本光電サービス㈱社長） 平 岡 俊 彦

　執 行 役 員 （中国統括本部長） 吉 竹 康 博

　執 行 役 員 （マーケティング戦略部長） 荻 野 博 一
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　(2) 役員報酬等の額およびその算定方法に係る決定に関する方針

① 役員報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 12名 351百万円

（うち社外取締役） (1名) (7百万円)

監 査 役 5名 61百万円

（うち社外監査役） (3名) (16百万円)

合 計 17名 412百万円

(注) 1. 株主総会の決議による取締役報酬限度額（平成19年６月定時株主総会決議)：年額 400百万円以内（ただし、使用人
兼務取締役使用人分は含まない。）
株主総会の決議による監査役報酬限度額（平成19年６月定時株主総会決議)：年額 80百万円以内

　 2. 上記の取締役に対する支給額には、使用人兼務取締役の使用人相当額70百万円は含めていません。
　 3. 役員退職慰労金制度廃止に伴い、平成19年６月28日開催の第56回定時株主総会において、退職慰労金を打ち切り支給

すること、およびその支給時期は各役員の退任時とすることを決議しました。これにより取締役８名、監査役４名に
対する打ち切り支給額を長期未払金に計上しました。

　 当期中に退任した監査役に支給した退職慰労金は、次のとおりです。
　 社外監査役 １名 ２百万円
　 当該退職慰労金は長期未払金の取り崩しによる支払いのため、上記支給額には含めていません。

② 役員報酬等の算定方法に係る決定に関する方針

当社は、業績や株主価値との連動性を高め、経営の透明性の向上と中長期的な成長性、収益性の向上を

図ることを目的として役員の報酬に関する方針を次のとおり定めています。

　取締役の報酬については、月額報酬および賞与で構成しています。月額報酬は役位ごとの役割の大きさ

や責任範囲に基づき支給することとしています。賞与は、当期の会社業績、貢献度等を勘案し支給するこ

ととしています。また、中長期の業績を反映させる観点から、月額報酬の一定割合を自社株式の購入に充

て、在任期間中保有することとしています。

　監査役の報酬については、監査役の協議にて決定しており、月額報酬および賞与で構成しています。

　上記の月額報酬および賞与の総額は、年額の取締役報酬限度額および監査役報酬限度額の範囲内で支給

することとしています。
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　(3) 社外役員に関する事項

　 ① 取締役 山内雅哉

　 (a) 重要な兼職先と当社の関係

　 該当事項はありません。

　 (b) 主要取引先等特定関係事業者との関係

　 該当事項はありません。

　 (c) 当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会21回のうち20回に出席し、弁護士としての専門的見地から、適宜必要な発

言を行っています。

　 (d) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項に定める責任を限定す

る契約を締結しています。当該契約に基づく責任限度額は、法令が規定する額としています。

　 ② 監査役 加藤 修

　 (a) 重要な兼職先と当社の関係

　 該当事項はありません。

　 (b) 主要取引先等特定関係事業者との関係

　 該当事項はありません。

　 (c) 当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会21回の全てに出席、監査役会22回の全てに出席し、大学教授および弁護士

としての専門的見地から、適宜必要な発言を行っています。

　 (d) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項に定める責任を限定す

る契約を締結しています。当該契約に基づく責任限度額は、法令が規定する額としています。

　 ③ 監査役 河村雅博

　 (a) 重要な兼職先と当社の関係

　 該当事項はありません。

　 (b) 主要取引先等特定関係事業者との関係

　 該当事項はありません。

　 (c) 当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会21回の全てに出席、監査役会22回の全てに出席し、公認会計士および税理

士としての専門的見地から、適宜必要な発言を行っています。

　 (d) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項に定める責任を限定す

る契約を締結しています。当該契約に基づく責任限度額は、法令が規定する額としています。
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４. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

東陽監査法人

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 33百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 33百万円

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と、金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を
区分していませんので、上記金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等を含めています。

　 2. 当社の重要な子会社のうち一部の海外子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けています。

　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社都合の場合の他、会計監査人が、会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した場合、公序良俗に

反する行為をなしたと判断される場合、その他当社の監査業務に重大な支障を来たす事態が生じた場合は、

解任または不再任の議案を株主総会に提出することを検討いたします。また、会計監査人が会社法第340条

第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人

を解任いたします。
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５. 会社の体制および方針

(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保する

ための体制

　 ① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　公正で適切な企業活動を推進するため、当社グループの行動基準である「日本光電行動憲章」およびコ

ンプライアンスの観点から遵守すべき行動の具体的なあり方を定めた「日本光電倫理行動規定」を、啓

蒙・研修を通じて役員・社員等に周知徹底します。

　コンプライアンス委員会および各部門・各子会社のコンプライアンス推進者は、コンプライアンスの確

実な実践を推進します。

　コンプライアンスに係る相談・報告を受け付ける社内通報システムを運営し、不正等の早期発見と是正

に努めます。

　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報は、社内規定に従い、その保存媒体に応じて検索・閲覧が可能な状態

で、情報毎に定める保存期間中、適切に保存および管理します。

　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　業務の健全かつ円滑な運営の確保に資するため、リスク管理規定に従い、当社グループの業務全般に係

る諸リスクを適切に管理する体制を構築し、実効性の高い運用を行います。

　グループ全体を通じた組織横断的なリスク管理体制についてはリスク管理統括部門が整備・推進し、業

務の遂行に伴う個々のリスクについては、リスク毎に定めるリスク管理部門が対応します。

　緊急の事態が発生した場合は、別途定めた社内規定に従い対処します。

　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　全取締役・全執行役員で構成する経営会議を原則月３回開催し、迅速な意思決定と機動的な業務執行に

努めます。

　執行役員制度により、経営の意思決定・管理監督機能と業務執行機能の役割を明確に分離し、それぞれ

の機能強化を図ります。

　社内規定により、各取締役・各執行役員および各種経営会議体の業務分掌、職務権限、責任、職務執行

手続または運営手続を明確化し、効率的に職務の執行が行われる体制を確保します。

⑤ 株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社グループにおける業務の適正を確保するため、グループ全てに適用する「日本光電行動憲章」に基

づいて定めた諸規定に従い、経営管理します。

　当社内部監査部門が当社および子会社の内部監査を実施します。

　当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制

のシステムを構築し、継続的にその評価・改善を行います。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制および

その使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役会事務局は、監査役会の求めまたは指示により、監査役の職務の遂行を補助します。

　監査役会事務局所属員の人事異動については、監査役会の同意を得ます。

⑦ 取締役および使用人が監査役会または監査役に報告をするための体制その他の監査役会または監査役へ

の報告に関する体制

　取締役および使用人は、監査役会に対して、当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事実、職務

執行に関し重要な法令・定款違反および不正行為の事実ならびに内部監査の結果を、遅滞なく報告しま

す。

　前記に関わらず、監査役は、必要に応じて取締役および使用人に対して報告を求めることができます。

　監査役は、取締役会のほか、経営会議等の重要な会議に出席し、取締役の職務執行状況を把握します。

　 ⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　代表取締役は、監査役および監査役会と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環

境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換します。

　監査役は、当社および子会社の監査の実効性を確保するため、会計監査人、内部監査部門と情報交換に

努め、緊密に連携します。

　(2) 株式会社の支配に関する基本方針

　 ① 基本方針の内容

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念、企業価値のさまざまな

源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を中長期的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えています。

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主の皆様の意思に基づき

行われるべきものと考えており、大量買付行為が企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これ

を否定するものではありません。

　しかしながら、大量買付行為の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対して明らか

な侵害をもたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要する恐れがあるもの、当社取締役会や株主

の皆様に十分な情報や検討時間を与えないもの等、企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくあ

りません。

　このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付行為またはこれに類似する行為を行う

者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買

付行為に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を確保する必要があると考えます。
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　 ② 基本方針の実現に資する特別な取り組みの概要

　当社は、「病魔の克服と健康増進に先端技術で挑戦することにより世界に貢献すると共に、社員の豊か

な生活を創造する」という経営理念のもと、これに適った事業活動を永続的に展開していくことで、グル

ープの持続的な発展と企業価値の向上を目指しています。

　平成32年を展望した「長期ビジョン」では、当社の目指すべき将来像として「世界初の革新的技術の確

立」、「世界最高品質の確立」、「グローバルシェアNo.1 の獲得」を掲げています。平成32年に向けて、新

しい日本光電グループとしてダイナミックに変革し、実現を目指していきます。

　平成22年度にスタートした３ヵ年中期経営計画「SPEED UP Ⅲ」は、長期ビジョン実現のための第１ス

テージと位置付けており、(ⅰ)品質向上活動の推進、(ⅱ)技術開発力の強化、(ⅲ)コア事業の拡大・強

化、(ⅳ)グローバル化の加速、(ⅴ)新規事業の創造、(ⅵ)企業体質の強化、という６つの重要課題に積極

的に取り組み、グループの持続的な発展と企業価値・株主共同の利益の向上を目指しています。

　また、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図るため、執行役員制度を導入するとともに、平成19

年６月28日開催の第56回定時株主総会において取締役員数の18名以内から12名以内への削減、および取締

役任期の１年への短縮を承認いただきました。さらに、客観的かつ中立的な立場から取締役の業務執行に

対する監視的役割を果たすとともに、専門的知識・経験等を当社の経営に反映させることを目的として、

独立性を有する社外取締役を１名選任しています。

　 ③ 不適切な支配の防止のための取り組みの概要

　当社は、平成22年５月11日開催の取締役会において、「当社株式の大量買付行為に対する対応方針（買

収防衛策）の更新の件」（以下、「本基本ルール」といいます。）を決議し、平成22年６月29日開催の第59

回定時株主総会に議案として上程し、承認いただきました。本基本ルールの概要は以下のとおりです。

　本基本ルールは、当社株式の大量買付行為が行われる場合の手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断

をするために必要な情報と時間を確保するとともに、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提示したり、

大量買付者との交渉を行うこと等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させる

ことを目的としています。

　本基本ルールでは、当社株式の20％以上を取得しようとする大量買付者に対し、大量買付行為に関する

必要かつ十分な情報の提供および本基本ルールを遵守する旨の誓約書の提出を求めます。その後、当社社

外取締役、当社社外監査役、社外有識者から構成される独立委員会が、大量買付提案の内容や当社取締役

会の代替案について検討し、大量買付行為に対する対抗措置発動の可否について当社取締役会へ意見書を

提出します。なお、独立委員会は、本基本ルールに定める所定の場合、予め当該対抗措置の発動に関して

株主総会（以下「株主意思確認総会」といいます。）の承認を得るべき旨の留保を付すことがあります。

当社取締役会は、独立委員会の意見を最大限尊重した上で、大量買付者が本基本ルールを遵守しなかった

場合、または当該大量買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明らかな侵害をもたら

すようなものである場合など本基本ルールに定める要件に該当すると判断した場合は、その決議により、

対抗措置を発動して新株予約権を発行する場合があります（株主意思確認総会を開催する場合には、株主

意思確認総会の決議に従います。）。また、大量買付行為に応じられるかどうか株主の皆様に適切にご判断

いただくため、買付提案の内容や当社取締役会の意見、独立委員会の意見書の内容、対抗措置の発動等に
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ついて、適時・適切に情報開示を行います。本基本ルールの有効期間は、平成25年６月開催予定の第62回

定時株主総会終結の時までです。

　なお、本基本ルールの詳細につきましては、当社ホームページ掲載の平成22年５月11日付「当社株式の

大量買付行為に対する対応方針（買収防衛策）の更新について」をご参照ください。

(http://www.nihonkohden.co.jp/news/10051105.html）

　 ④ 具体的取り組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

　上記(2)②に記載した基本方針の実現に資する特別な取り組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を中長期的に確保、向上させるための具体的方策として推進しており、当社の基本方針に沿うもので

す。

　また、本基本ルールは、当社の企業価値・株主共同利益の確保・向上を目的として導入しており、当社

の基本方針に沿うものです。本基本ルールでは、取締役会の恣意的判断を排除するため、合理的な客観的

発動条件を設定し、客観的発動条件に該当しない場合には、たとえ当社取締役会が大量買付行為に反対で

あったとしても、対抗措置の発動は行わないこととしています。また、独立委員会を設置し、対抗措置発

動の際にはその意見を最大限尊重すると定めており、取締役の地位の維持を目的とするものではありませ

ん。さらに、株主総会での承認を導入の条件としていること、有効期間を３年と定めた上、有効期間内で

も株主総会または取締役会の決議により廃止できるとされていること、取締役の任期を１年とすることな

どにより、株主の皆様の意向が反映されるものとなっています。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　本事業報告中に記載の金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てています。
　ただし、１株当たり当期純利益および１株当たり純資産については小数点以下第３位を四捨五入しています。
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連結貸借対照表

(平成24年３月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額

百万円 百万円

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 82,742 流 動 負 債 30,714

現 金 及 び 預 金 9,342 支払手形及び買掛金 20,068

受取手形及び売掛金 42,249 短 期 借 入 金 620

有 価 証 券 12,000 未 払 金 1,615

商 品 及 び 製 品 10,452 リ ー ス 債 務 22

仕 掛 品 1,304 未 払 法 人 税 等 2,189

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,395 未 払 費 用 2,453

繰 延 税 金 資 産 3,838 賞 与 引 当 金 2,460

そ の 他 1,525 製 品 保 証 引 当 金 428

貸 倒 引 当 金 △366 そ の 他 854

固 定 資 産 16,660 固 定 負 債 778

有 形 固 定 資 産 8,516 長 期 借 入 金 3

建 物 及 び 構 築 物 3,118 長 期 未 払 金 191

機械装置及び運搬具 520 リ ー ス 債 務 18

工 具 器 具 及 び 備 品 2,040 繰 延 税 金 負 債 14

土 地 2,624 退 職 給 付 引 当 金 405

リ ー ス 資 産 46 そ の 他 144

建 設 仮 勘 定 166

無 形 固 定 資 産 3,522 負 債 合 計 31,492

ソ フ ト ウ エ ア 2,413

の れ ん 757 （純 資 産 の 部）

そ の 他 350 株 主 資 本 68,779

投 資 そ の 他 の 資 産 4,622 資 本 金 7,544

投 資 有 価 証 券 2,555 資 本 剰 余 金 10,487

繰 延 税 金 資 産 998 利 益 剰 余 金 52,768

そ の 他 1,127 自 己 株 式 △2,020

貸 倒 引 当 金 △59 その他の包括利益累計額 △910

その他有価証券評価差額金 45

為 替 換 算 調 整 勘 定 △955

少 数 株 主 持 分 41

純 資 産 合 計 67,911

資 産 合 計 99,403 負債及び純資産合計 99,403
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連結損益計算書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

科 目 金 額

百万円

売 上 高 120,718

売 上 原 価 60,038

売 上 総 利 益 60,679

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 48,652

営 業 利 益 12,027

営 業 外 収 益 470

受 取 利 息 及 び 配 当 金 116

助 成 金 収 入 96

そ の 他 257

営 業 外 費 用 304

支 払 利 息 19

為 替 差 損 131

そ の 他 153

経 常 利 益 12,193

特 別 利 益 1

固 定 資 産 売 却 益 0

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1

特 別 損 失 13

固 定 資 産 売 却 損 0

固 定 資 産 除 却 損 13

投 資 有 価 証 券 売 却 損 0

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 12,181

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,523

法 人 税 等 調 整 額 23

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 7,635

少 数 株 主 利 益 13

当 期 純 利 益 7,621
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連結株主資本等変動計算書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平 成 23 年 ４ 月 １ 日 残 高 7,544 10,487 47,167 △2,019 63,179

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,020 △2,020

当 期 純 利 益 7,621 7,621

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― 0 5,600 △0 5,600

平 成 24 年 ３ 月 31 日 残 高 7,544 10,487 52,768 △2,020 68,779

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
少 数 株 主
持 分

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平 成 23 年 ４ 月 １ 日 残 高 △76 △843 △919 34 62,294

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,020

当 期 純 利 益 7,621

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額)

121 △112 9 7 16

連結会計年度中の変動額合計 121 △112 9 7 5,616

平 成 24 年 ３ 月 31 日 残 高 45 △955 △910 41 67,911
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連 結 注 記 表

連結計算書類作成の基本となる重要な事項等
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ………………… 31社

　 主要な連結子会社

　日本光電東京㈱

　日本光電関西㈱

　日本光電富岡㈱

　日本光電アメリカ㈱

　日本光電ヨーロッパ㈲ 他26社

非連結子会社の数 …………… １社

　日本光電ブラジル㈲

(連結の範囲から除いた理由)

日本光電ブラジル㈲は平成24年１月に設立して平成24年４月より営業を開始しており、総資産、売上高、

当期純損益及び利益剰余金等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結範囲から

除外しています。

2. 持分法の適用に関する事項

持分法適用会社の数 …………… ０社

　 持分法非適用関連会社はありません。

3. 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社のうち、上海光電医用電子儀器㈲、メディネット光電医療軟件（上海）㈲および日本光電貿易

（上海）㈲の決算日は12月31日ですが、連結決算日（３月31日）との差異が３ヵ月を超えていないため、

連結に際しては、当該決算日の計算書類を使用し、かつ連結決算日との間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行うこととしています。

4. 会計処理に関する事項

　(1) 有価証券の評価基準および評価方法

そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の：決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時 価 の な い も の：移動平均法による原価法
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　(2) デリバティブの評価基準および評価方法

為替予約取引は、時価法によっています。

　(3) たな卸資産の評価基準および評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、評価方法は主として

次の方法によっています。

　 製品・商品・半製品：移動平均法

　 仕 掛 品：個別法

　 原 材 料 ・ 貯 蔵 品：移動平均法

　(4) 固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

：当社および国内連結子会社は、主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く）は定額法）を採用し、在外連結子会社は主と

して定額法を採用しています。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　 建物及び構築物 ４～50年

　 機械装置及び運搬具 ２～15年

② 無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

：定額法を採用しています。ソフトウエアについては、利用可能期間（３～５年）

による定額法を採用しています。

③ リ ー ス 資 産：所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法（定額法）によ

っています。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成

20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっています。

　(5) 重要な引当金の計上の方法

① 貸 倒 引 当 金：債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しています。

② 賞 与 引 当 金：従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して

います。

③ 退 職 給 付 引 当 金：従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき計上しています。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理することとしています。

④ 製 品 保 証 引 当 金：製品の出荷後、無償で行う補修費用に備えるため、売上高に対する当該費用の発

生割合および個別見積に基づいて補修費用の見込額を計上しています。
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　(6) 重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

います。なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

および費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定およ

び少数株主持分に含めて計上しています。

　(7) 重要なヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法：繰延ヘッジ処理によっています。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約取引

ヘッジ対象：外貨建予定取引

③ ヘッジ方針 ：外貨建予定取引の為替変動リスクをヘッジするため、為替予約取引を行うものとし

ています。

　 ④ ヘッジの有効性評価の方法

：ヘッジ対象である外貨建予定取引とヘッジの手段とした為替予約取引は、重要な条

件が同一なので、有効性判定を省略しています。

　(8) のれんの償却に関する事項

のれんの償却費については、効果の発現する見積期間（20年以内）を償却年数とし、定額法により均等償

却しています。ただし、金額が僅少のものは、発生時に全額償却しています。

(9) 消費税等の会計処理

　 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

5. 追加情報

(会計上の変更および誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しています。

(法人税率の変更等による影響)

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関

する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始

する連結会計年度から法人税率の引き下げおよび復興特別法人税の課税が行われることになりました。

この税率変更により、当連結会計年度における短期繰延税金資産が163百万円減少、長期繰延税金資産が

97百万円減少、長期繰延税金負債が22百万円減少、その他有価証券評価差額金が３百万円増加、法人税等

調整額が242百万円増加しています。
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6. 注記事項

(連結貸借対照表)

　(1) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

　(2) 有形固定資産の減価償却累計額は、22,777百万円です。

(連結損益計算書)

　 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

(連結株主資本等変動計算書)

　(1) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

　(2) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数は、次のとおりです。

　 普通株式 45,765,490株

　(3) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,098 25.0 平成23年３月31日 平成23年６月29日

平成23年11月７日
取締役会

普通株式 922 21.0 平成23年９月30日 平成23年11月30日

　(4) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

次のとおり、決議を予定しています。

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,010 23.0 平成24年３月31日 平成24年６月28日
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(金融商品に関する情報)

　(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、金融商品について堅実で安全性の高い運用を行う方針としています。

受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクについては、債権管理規定に沿って、取引先ごとに期日管

理を行うと共に、主要な取引先の信用状況をモニタリングし、財務状況等の悪化による回収懸念を早期に

把握することで、軽減を図っています。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また市場の状況等を勘案して保

有状況を継続的に見直しています。

支払手形および買掛金の支払期日は、１年以内です。

借入金は、主に事業運営に必要な資金（主として短期）として調達しています。

デリバティブは、為替リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針です。
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成24年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい

ては、次のとおりです。

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

　① 現金及び預金 9,342 9,342 ―

　② 受取手形及び売掛金 42,249 42,249 ―

　③ 有価証券（譲渡性預金） 12,000 12,000 ―

　④ 投資有価証券

　 その他有価証券 2,089 2,089 ―

　⑤ 支払手形及び買掛金 20,068 20,068 ―

　⑥ 短期借入金 620 620 ―

　 ① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金、③ 有価証券（譲渡性預金）

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

　 ④ 投資有価証券

これらの時価は、株式は取引所の価格によっています。また債券は債券額を満期までの期間および信用リ

スクを加味した利率により割り引いた現在価値によっています。

　 ⑤ 支払手形及び買掛金、⑥ 短期借入金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（注）「非上場株式」および「投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への投資」（連結貸借対照表計

上額465百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるため「④ 投資有価証券 その他有価証券」には含めてい

ません。

(１株当たり情報)

　(1) １株当たり純資産は、1,544円87銭です。

　(2) １株当たり当期純利益は、173円49銭です。
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貸 借 対 照 表

(平成24年３月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 65,027 流 動 負 債 23,381

現 金 及 び 預 金 2,802 買 掛 金 13,958
受 取 手 形 626 短 期 借 入 金 301
売 掛 金 29,802 未 払 金 1,463
有 価 証 券 12,000 未 払 法 人 税 等 1,156
商 品 及 び 製 品 5,382 未 払 費 用 1,370
仕 掛 品 615 前 受 金 35
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 546 預 り 金 3,654
関係会社短期貸付金 4,136 賞 与 引 当 金 1,005
繰 延 税 金 資 産 1,725 製 品 保 証 引 当 金 428
未 収 入 金 6,648 そ の 他 7
そ の 他 815 固 定 負 債 428
貸 倒 引 当 金 △75 長 期 借 入 金 3

固 定 資 産 17,548 長 期 未 払 金 191
有 形 固 定 資 産 5,731 退 職 給 付 引 当 金 179
建 物 1,903 資 産 除 去 債 務 54
構 築 物 26 負 債 合 計 23,810
機 械 及 び 装 置 100
車 両 運 搬 具 8 （純 資 産 の 部）
工 具 器 具 及 び 備 品 1,481 株 主 資 本 58,721
土 地 2,081 資 本 金 7,544
建 設 仮 勘 定 129 資 本 剰 余 金 10,487

無 形 固 定 資 産 2,599 資 本 準 備 金 10,482
ソ フ ト ウ エ ア 2,309 そ の 他 資 本 剰 余 金 5
電話加入権・施設利用権 18 利 益 剰 余 金 42,709
そ の 他 271 利 益 準 備 金 1,149

投資その他の資産 9,216 そ の 他 利 益 剰 余 金 41,559
投 資 有 価 証 券 2,550 別 途 積 立 金 34,960
関 係 会 社 株 式 2,906 繰 越 利 益 剰 余 金 6,599
関 係 会 社 出 資 金 2,532 自 己 株 式 △2,020
長 期 貸 付 金 14 評価・換算差額等 43
繰 延 税 金 資 産 855 その他有価証券評価差額金 43
そ の 他 415
貸 倒 引 当 金 △59

純 資 産 合 計 58,764
資 産 合 計 82,575 負債及び純資産合計 82,575
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損 益 計 算 書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

科 目 金 額

百万円

売 上 高 75,174

売 上 原 価 41,753

売 上 総 利 益 33,420

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 25,863

営 業 利 益 7,557

営 業 外 収 益 1,723

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,257

そ の 他 466

営 業 外 費 用 210

支 払 利 息 24

為 替 差 損 134

そ の 他 52

経 常 利 益 9,070

特 別 利 益 1

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1

特 別 損 失 25

固 定 資 産 除 却 損 6

投 資 有 価 証 券 売 却 損 0

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 18

税 引 前 当 期 純 利 益 9,046

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,500

法 人 税 等 調 整 額 166

当 期 純 利 益 6,379

― 29 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月24日 17時36分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.40 20110927_01）



株主資本等変動計算書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平 成 23 年 ４ 月 １ 日 残 高 7,544 10,482 5 10,487 1,149 32,460 4,740 38,350 △2,019 54,362

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,020 △2,020 △2,020

当 期 純 利 益 6,379 6,379 6,379

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0 0

別 途 積 立 金 の 積 立 2,500 △2,500 ― ―

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 （純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 ― ― 0 0 ― 2,500 1,858 4,358 △0 4,358

平 成 24 年 ３ 月 31 日 残 高 7,544 10,482 5 10,487 1,149 34,960 6,599 42,709 △2,020 58,721

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合計

平 成 23 年 ４ 月 １ 日 残 高 △78 △78 54,284

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,020

当 期 純 利 益 6,379

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 0

別 途 積 立 金 の 積 立 ―

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 （純 額 )

121 121 121

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 121 121 4,479

平 成 24 年 ３ 月 31 日 残 高 43 43 58,764
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個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針

　(1) 有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価法によっています。

そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の……期末日の市場価格等に基づく時価法によっています。

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しています。）

時 価 の な い も の……移動平均法による原価法によっています。

　(2) デリバティブの評価基準および評価方法

　 為替予約取引は、時価法によっています。

　(3) たな卸資産の評価基準および評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）、評価方法は下記のとおり

です。

製品・商品・半製品………移動平均法

仕 掛 品………個別法

原 材 料 ・ 貯 蔵 品………移動平均法

　(4) 固定資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　 定率法によっています。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によってい

ます。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　 建物及び構築物 ４～50年

　 機械装置及び運搬具 ２～15年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法によっています。

　 なお、ソフトウエアについては利用可能期間（３～５年）に基づく定額法によっています。

　 ③ リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法（定額法）によっています。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

― 31 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月24日 17時36分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.40 20110927_01）



　(5) 重要な引当金の計上の方法

　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

　 ② 賞与引当金

　 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。

　 ③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

計上しています。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしています。

　 ④ 製品保証引当金

製品の出荷後、無償で行う補修費用に備えるため、売上高に対する当該費用の発生割合および個別見積

に基づいて補修費用の見込額を計上しています。

　(6) 重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理していま

す。

　(7) 重要なヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

　 繰延ヘッジ処理によっています。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段：為替予約取引

　 ヘッジ対象：外貨建予定取引

　 ③ ヘッジ方針

　 外貨建予定取引の為替変動リスクをヘッジするため、為替予約取引を行うものとしています。

　 ④ ヘッジの有効性評価の方法

：ヘッジ対象である外貨建予定取引とヘッジ手段とした為替予約取引は、重要な条件が同

一なので、有効性判定を省略しています。

　(8) 消費税等の会計処理

　 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
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2. 追加情報

(会計上の変更および誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しています。

(法人税率の変更等による影響)

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関

する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始

する事業年度から法人税率の引き下げおよび復興特別法人税の課税が行われることになりました。

この税率変更により、当事業年度における短期繰延税金資産が122百万円減少、長期繰延税金資産が57百

万円減少、その他有価証券評価差額金が３百万円増加、法人税等調整額が182百万円増加しています。

3. 注記事項

(貸借対照表関係)

　(1) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

　(2) 関係会社に対する金銭債権および金銭債務は、次のとおりです。

短期金銭債権 39,081百万円

短期金銭債務 6,162百万円

　(3) 有形固定資産の減価償却累計額は、15,886百万円です。

　(4) 受取手形割引高 61百万円

　 （うち輸出為替手形割引高 61百万円）

　(5) 関係会社および従業員の金融機関等からの借入に対する債務保証残高は、125百万円です。

(損益計算書関係)

　(1) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

　(2) 関係会社との取引高は、次のとおりです。

営業取引

　売上高 65,901百万円

　仕入高 18,064百万円

　販売費及び一般管理費 1,598百万円

営業取引以外の取引高

　収入分 1,286百万円

　支出分 21百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

　(1) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

　(2) 当事業年度の末日における自己株式の総数は、次のとおりです。

普 通 株 式 1,833,297株

(税効果会計)

　 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　たな卸資産評価損 346百万円
　賞与引当金 382百万円
　退職給付引当金 64百万円
　製品保証引当金 162百万円
　貸倒引当金 46百万円
　関係会社株式等評価損 380百万円
　減価償却資産償却超過額 1,569百万円
　その他 623百万円
繰延税金資産 小計 3,575百万円
評価性引当額 △958百万円
繰延税金資産 合計 2,617百万円

繰延税金負債
　資産除去債務 14百万円
　その他有価証券評価差額金 21百万円
繰延税金負債 合計 35百万円

繰延税金資産の純額 2,581百万円
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(関連当事者との取引)

　子会社

会社等の名称
議 決 権 等 の
所有(被所有)

割合(％)

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の関係

日本光電東北㈱ 100 １名
当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１）

2,927 売掛金 1,200

日本光電東関東㈱ 100 １名
当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１）

4,662 売掛金 2,016

日本光電北関東㈱ 100 １名
当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１）

4,752 売掛金 1,758

日本光電東京㈱ 100 １名
当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１）

9,997 売掛金 4,698

運用預り金
（＊２）

△940 預り金 1,900

日本光電南関東㈱ 100 １名
当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１）

4,911 売掛金 2,214

日本光電中部㈱ 100 １名
当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１）

6,699 売掛金 2,738

日本光電関西㈱ 100 １名
当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１）

9,141 売掛金 3,854

日本光電中四国㈱ 100 １名
当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１）

5,082 売掛金 2,106

日本光電九州㈱ 100 １名
当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１）

6,624 売掛金 3,184

日本光電富岡㈱ 100 １名

当社医用電
子機器およ
び変成器製
造

当社販売用製品の
仕入（＊３）

16,627 買掛金 1,745

材料仕入の立替
（＊４）

13,088 未収入金 3,787

日本光電アメリカ㈱ 100 １名
当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１）

2,201 売掛金 877

資金の貸付
（＊５）

△7
関係会社
短期貸付金

574

日本光電ヨーロッパ㈲ 100 ―
当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１）

3,271 売掛金 1,745

資金の貸付
（＊５）

494
関係会社
短期貸付金

1,320

日本光電貿易(上海)㈲ 100 １名
当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１）

2,017 売掛金 865
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(注) 取引金額には消費税等が含まれていません。期末残高のうち、預り金には消費税等が含まれていません。その他の期末残高に
は消費税等が含まれています。

　 取引条件および取引条件の決定方針等
　 ＊１ 当社製品の販売価格は、市場価格を勘案し、決定しています。
　 ＊２ 運用預り金の金利は、市場金利を勘案して決定しています。
　 ＊３ 当社販売用製品の仕入価格は、製造会社の製造原価をもとに、決定しています。
　 ＊４ 材料仕入の立替は、同社の製造用材料の購入を立て替えたものです。
　 ＊５ 資金の貸付金の金利は、市場金利を勘案して決定しています。

(１株当たり情報)

　(1) １株当たり純資産は、1,337円62銭です。

　(2) １株当たり当期純利益は、145円22銭です。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成24年５月15日

日本光電工業株式会社

　取 締 役 会 御 中

東 陽 監 査 法 人

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 石 戸 喜 二 ㊞

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 井 上 司 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本光電工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの

連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につい

て監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要

と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査

を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目

的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営

者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を

検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本光電工

業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。
　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成24年５月15日

日本光電工業株式会社

　取 締 役 会 御 中

東 陽 監 査 法 人

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 石 戸 喜 二 ㊞

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 井 上 司 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本光電工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日

までの第61期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属

明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計

画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す

る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第61期事業年度の取締役の職務の執行に関

して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた

します。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締

役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産

の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき

整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に

ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。事業報告に記載されて

いる会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締役会その他にお

ける審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社については、子会社の取締役及

び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の

方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各

号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備

している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連

結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検

討いたしました。
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２. 監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら

れません。

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本

方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第

118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なう

ものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　 会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成24年５月16日

日本光電工業株式会社 監査役会

常勤監査役 赤 羽 武 ㊞

常勤監査役 松 島 武 志 ㊞

社外監査役 加 藤 修 ㊞

社外監査役 河 村 雅 博 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　 利益の配分につきましては、企業体質の強化と将来の事業展開に備えるための内部留保の充実に配慮しなが

ら、株主の皆様には長期に亘って安定的な配当を継続することを基本方針としています。

　 本方針に基づき、剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　 １. 期末配当に関する事項

　 (1) 株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその総額

　 当社普通株式１株につき金23円

　 総額 1,010,440,439円

注) 中間配当（１株につき金21円）を含めた当事業年度の年間配当は、１株につき金44円となりま

す。

　 (2) 剰余金の配当が効力を生ずる日

　 平成24年６月28日

　 ２. その他の剰余金の処分に関する事項

　 (1) 増加する剰余金の項目およびその額

　 別途積立金 4,300,000,000円

　 (2) 減少する剰余金の項目およびその額

　 繰越利益剰余金 4,300,000,000円

― 41 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月24日 17時36分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.40 20110927_01）



第２号議案　取締役12名選任の件

　取締役全員（12名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役12名の選任を

お願いしたいと存じます。

　 取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

１
荻　野　和　郎
おぎ の かず お

(昭和16年１月４日)

昭和41年４月 日本電信電話公社入社

165,330株

昭和56年７月 同社東海電気通信局施設部長

昭和59年２月 同社技術局画像通信部門担当調査役

昭和60年３月 同社退職

昭和60年４月 当社入社、顧問

昭和60年８月 当社心電図事業部長

昭和60年10月 当社取締役

昭和61年10月 当社常務取締役

昭和63年６月 当社専務取締役

平成元年６月 当社代表取締役社長

平成19年６月 当社代表取締役 社長執行役員

平成20年６月 当社代表取締役 会長執行役員（現在）

２
鈴　木　文　雄
すず き ふみ お

(昭和23年11月３日)

昭和48年４月 当社入社

29,800株

平成６年４月 日本光電アメリカ㈱取締役社長

平成10年４月 当社経営企画室長

平成11年４月 当社人事部長

平成11年６月 当社取締役

平成15年６月 当社常務取締役

平成17年４月 当社システム事業本部長

平成18年４月 当社医療機器技術センタ所長

平成19年４月 当社総務人事部長

平成19年６月 当社取締役 専務執行役員

平成20年６月 当社代表取締役 社長執行役員（現在）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

３
白　田　憲　司
はく た けん じ

(昭和26年７月25日)

昭和50年４月 ㈱埼玉銀行入行

13,800株

平成14年３月 ㈱あさひ銀行執行役員

平成15年６月 ㈱埼玉りそな銀行取締役兼執行役員

平成16年３月 同行取締役兼執行役員退任

平成16年５月 当社入社

平成16年10月 当社内部監査役

平成17年４月 当社経理部長

平成17年６月 当社取締役（現在）

平成18年４月 当社管理統括部長

平成19年６月 当社常務執行役員

平成20年６月 当社専務執行役員（現在）

[経理・情報システム・法務担当]

４
伊　澤　敏　次
い ざわ とし つぐ

(昭和24年12月４日)

昭和48年４月 当社入社

12,500株

平成９年４月 当社医療機器事業部第一技術部長

平成12年４月 当社用品事業部長

平成14年４月 上海光電医用電子儀器㈲社長

平成19年４月 当社医療機器技術センタ所長

平成19年６月 当社執行役員

平成20年４月 日本光電富岡㈱代表取締役社長

平成20年６月 当社取締役（現在）

平成20年６月 当社上席執行役員

平成21年６月 当社常務執行役員（現在）

平成23年４月 当社信頼性・安全性統括部長（現在）

平成23年６月 当社医療機器技術センタ所長

[技術担当]
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

５
塚　原　義　人
つか はら よし と

(昭和27年12月25日)

昭和55年７月 当社入社

6,200株

平成６年４月 日本光電メビコ東海㈱代表取締役専務

平成11年４月 日本光電北関東㈱代表取締役社長

平成14年４月 日本光電メビコ東販売㈱代表取締役社長

平成15年４月 日本光電東京㈱代表取締役社長

平成19年６月 当社執行役員

平成20年６月 当社取締役 上席執行役員（現在）

平成23年４月 当社営業本部長（現在）

６
田　村　隆　司
た むら たか し

(昭和34年３月22日)

昭和58年４月 当社入社

6,700株

平成15年４月 日本光電関西㈱代表取締役社長

平成19年４月 当社営業本部長

平成19年６月 当社執行役員

平成20年６月 当社取締役 上席執行役員（現在）

平成23年４月 当社海外事業本部長（現在）

７
黛 　 利 信

まゆずみ とし のぶ

(昭和24年11月21日)

昭和43年３月 ㈱光電工業富岡製作所(現日本光電富岡㈱)入社

11,800株

平成11年４月 日本光電富岡㈱品質保証部長

平成20年４月 当社品質管理統括部長

平成20年６月 当社執行役員

平成21年６月 当社取締役 上席執行役員（現在）

平成22年４月 日本光電富岡㈱代表取締役社長（現在）

８
会　田　洋　志
あい だ ひろ し

(昭和27年10月８日)

昭和48年４月 当社入社

8,700株

平成17年４月 当社商品事業本部副本部長

平成19年６月 当社商品事業本部長（現在）

平成19年６月 当社執行役員

平成23年６月 当社取締役 上席執行役員（現在）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

９
中　川　辰
なか がわ たつ

　哉
や

(昭和27年12月26日)

昭和51年４月 当社入社

2,400株

平成18年４月 当社生体情報技術センタ副所長

平成19年６月 当社生体情報技術センタ所長

平成19年６月 当社執行役員

平成23年６月 当社取締役 上席執行役員（現在）

[生体情報技術センタ・テレメトリ技術センタ
担当]

10
※

荻　野　博
おぎ の ひろ

　一
かず

(昭和45年５月28日)

平成７年４月 当社入社

3,500株
平成19年４月 日本光電ヨーロッパ㈲社長

平成23年４月 当社マーケティング戦略部長（現在）

平成23年６月 当社執行役員（現在）

11
山　内　雅
やま うち まさ

　哉
や

(昭和35年３月20日)

昭和63年４月 弁護士登録（東京弁護士会）

0株
平成５年９月 中川・山内法律事務所開設

平成13年８月 ひびき綜合法律事務所に統合（現在）

平成22年６月 当社取締役（現在）

12
※

小 原
お ばら

　 實
みのる

(昭和22年9月29日)

昭和61年４月 慶應義塾大学理工学部電気工学科助教授
0株平成５年４月 慶應義塾大学理工学部電気工学科（現電子工

学科）教授（現在）

(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 山内雅哉氏は、社外取締役候補者です。

（1）同氏は、社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、弁護士とし
て会社法務に精通しており、培われた専門的な知識・経験等を当社の経営体制に活かしていただくため、社外取締役
として選任をお願いするものであります。なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって２年と
なります。

（2）当社は同氏との間で、会社法第423条第１項の責任について、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額を損害
賠償責任の限度とする責任限定契約を締結しております。なお、同氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間で
当該責任限定契約を継続する予定であります。

（3）同氏は、東京証券取引所の定める独立性の条件を満たしていますので、独立役員として届け出ております。
3. 小原 實氏は、社外取締役候補者です。

（1）同氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、電子工学、レーザ医療を専門とする大学教授としての知
見・経験等を当社の経営体制に活かしていただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

（2）同氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、会社法第423条第１項の責任について、会社法第425条第１項に
規定する最低責任限度額を損害賠償責任の限度とする責任限定契約を締結する予定であります。

（3）同氏は、東京証券取引所の定める独立性の条件を満たしていますので、独立役員として届け出る予定であります。
4. ※は新任候補者であります。
5. [ ]内は当社における現在の担当を表示しております。
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第３号議案　監査役２名選任の件

　監査役松島武志、加藤 修の両氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役

２名の選任をお願いしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、予め監査役会の同意を得ております。

　 監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

１
※

杉　山　雅　己
すぎ やま まさ み

(昭和25年11月９日)

昭和50年12月 当社入社

4,800株

平成９年４月 日本光電南関東㈱代表取締役社長

平成10年４月 日本光電関西㈱代表取締役社長

平成13年４月 当社営業本部副本部長

平成14年４月 当社営業本部長

平成14年６月 当社取締役

平成17年４月 当社商品事業本部長

平成19年６月 当社上席執行役員

平成19年６月 当社業務統括部長

平成21年４月 当社ＡＥＤ事業推進部長

平成23年４月 ㈱ベネフィックス代表取締役社長（現在）

２
加 藤 　 修
か とう おさむ

(昭和19年４月24日)

昭和51年４月 慶應義塾大学法学部助教授

0株

昭和56年４月 慶應義塾大学法学部教授

昭和58年９月 慶應義塾大学法学博士

平成15年９月 弁護士登録（東京弁護士会)

平成16年６月 当社監査役（現在）

平成22年４月 慶應義塾大学名誉教授（現在）

(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 加藤 修氏は、社外監査役候補者です。

（1）同氏は、社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、大学教授お
よび弁護士として会社法務に精通しており、培われた専門的な知識・経験等を当社の監査体制に活かしていただくた
め、社外監査役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の監査役就任年数は本総会終結の時をもって８
年となります。

（2）当社は同氏との間で、会社法第423条第１項の責任について、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額を損害
賠償責任の限度とする責任限定契約を締結しております。なお、同氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間で
当該責任限定契約を継続する予定であります。

（3）同氏は、東京証券取引所の定める独立性の条件を満たしていますので、独立役員として届け出ております。
3. 杉山雅己氏につきましては、本総会日までに㈱ベネフィックス代表取締役社長を退任する予定であります。
4. ※は新任候補者であります。

以 上
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株主総会会場ご案内図

東京都新宿区西落合１丁目31番４号

１号館 ４階ホール
電話 (03) 5996-8000(代表)

交 通
都営大江戸線
西武新 宿 線

：落合南長崎駅下車 Ａ１出口 徒歩約８分
：新井薬師前駅下車 南口 徒歩約15分

(駐車場の用意がございませんのでお車でのご来場は
ご遠慮くださいますようお願いいたします。 )

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月24日 17時36分 $FOLDER; 48ページ （Tess 1.40 20110927_01）


